
令和３年度 山梨県老人福祉施設協議会 事業計画書 

 

現在、地域においては生活困窮や老老介護、単身世帯の増加、介護による離職など、単一的な課

題だけでなく複合的・多面的な課題を抱える方々が増加傾向にあり、こうした多岐に渡る課題へ対

応していくためには、各施設の取り組みの推進はもとより、協議会組織として、地域を基盤とした

連携の強化ならびに各都道府県や関係機関との連携が必要不可欠である。 

 こうした状況を踏まえ、昨年度に引き続き令和３年度山梨県老人福祉施設協議会が取り組むべき

重点目標を設定するとともに、山梨県内の介護の質と専門性の向上を図り、老人福祉・介護保険事

業の安定的経営の確立を推進するため、次の事業を行っていく。 

 

Ⅰ 山梨県老人福祉施設協議会 取り組みビジョン 

 

   地域で支え合い、誰もが豊かでやすらぎのある人生を送れる社会の実現 

 

Ⅱ 重点目標 

 

   １ 「学び」と「現場」をつなげる取り組みの実施 

   ２ 会員施設同士の交流の促進 

   ３ 質の向上を目指した研修・研究発表体制等の充実 

   ４ 「地域」を軸にした会員同士・関係者との協働した活動を促進するための基盤整備 

   ５ 次期報酬改定等に関する必要な活動の実施 

   ６ 協議会活動や制度施策等の情報提供・発信の強化 

   ７ 養護老人ホーム・軽費老人ホームの課題解決に向けた取り組みの実施 

   ８ オンライン会議を実施するための支援の強化 

   ９ 共同事業による経費削減 

 

Ⅲ 実施事業 

 

１ 組織運営 

 (1) 総会の開催（年１回） …文書による総会をもって代替 

 (2) 正副会長会議、理事会、監事会の開催（随時開催） 

 (3) 地域ブロック会の開催（各ブロック年２回 随時開催） 

 (4) 県健康長寿推進課との意見交換会の開催（年１回） 

 (5) 山梨県内介護福祉士等養成施設（大学・専門学校・高等学校・県担当者）との 

意見交換会の開催（年１回） 

 

２ 企画広報 

 (1) 全国及び県内の老人福祉に関する情報の提供（随時） 

 (2) ホームページ等の活用による広報・情報の発信（随時） 

 (3) 会員事業所からの活動に関する情報発信の強化 



 

３ 職員研修 

 (1) 施設長研修会（年１回） 

 (2) 県社協等が行う研修への参加（随時開催） 

 (3) 研究・発表方法に関する研修会の開催（年１回） 

 

４ ２１世紀委員会 

 (1) 委員会の開催（年１回） 

 (2) ２１世紀委員対象研修の実施（年１回） 

 (3) 地域ブロック活動の実施に向けた体制づくり 

 (4) その他研修の企画・運営 

 

５ 第 12回山梨県老施協研究総会 

 令和４年２月 予定  アピオ甲府 

  

 ６ 第 57回関東ブロック老人福祉施設研究総会(山梨大会)実行委員会 

 

 

７ 全国、関ブロ大会等への参加 

 (1) 全国老施協代議員総会(年３回予定)   

 (2) 全国老人福祉施設大会(対象：施設長) 11月 25日～26日 (山口県) 

 (3) 全国老人福祉施設研究会議(対象：職員)   １月 13日～14日 (鹿児島県) 

  【山梨県実践発表推薦施設】 

・「出来る」を贈りたい 笑顔で過ごす為に 

特別養護老人ホーム明山荘 

・テレビのリモコンで事故は起きた  

気づき連絡票となぜなぜシートから見えてきた事故原因と対策 

特別養護老人ホーム 恵信ロジェ山梨 

・決められたことを“継続・集中・徹底”して行う 

介護老人福祉施設コスモ 

 

 (4) 第 56回関東ブロック老人福祉施設研究総会 ６月 30日～７月 31日 (神奈川県) 

  【山梨県実践発表推薦施設】        ※動画配信にて開催 

・うめぇじゃんけ 食事が楽しみになるように 

特別養護老人ホーム仁生園 

・本来の自分を取り戻して．．． 

ケアハウス シルバーカレッジ奥湯村 

 (5) 関東ブロック老施協代表者会議(年３回予定)  

 (6) 全国老施協主催各種研修会・セミナー(随時)  

 

 



８ 制度施策に関する要望活動等の実施 

 高齢者福祉に関係する事項に関して、必要に応じた活動を行う。また、養護老人ホームな

らびに軽費老人ホーム・ケアハウスに関しては、管理者連絡会と連携した活動を行う。 

 

９ 会員等への表彰・慶弔 

     

 

 10 各種関係団体主催会議・委員会等への参加 

    各種関係団体主催会議・委員会等へ老施協役員と分担をしながら、積極的に参加していく。 

 

山梨県社会福祉協議会 理事会 

山梨県社会福祉協議会 福祉人材センター運営委員会 

山梨県社会福祉協議会 山梨県福祉サービス運営適正化委員会 

山梨県社会福祉協議会 介護実習普及センター運営委員会 

山梨県 山梨県社会福祉審議会 

山梨県 山梨県高齢者権利擁護等推進部会 

山梨県 地域包括ケア推進協議会 

山梨県 労政雇用課 やまなしシニア世代就労研究協議会 

山梨県 労政雇用課 やまなし地域活性化雇用創造プロジェクト 

山梨県 山梨県交通対策推進協議会 

山梨県 福祉保健部健康長寿推進課 介護魅力発信プロジェクト実行委員会 

山梨労働局 職業安定部職業安定課 福祉人材確保推進協議会 

山梨県 県民生活部 やまなし女性の活躍推進ネットワーク会議 

山梨メディカルケア協働組合 

山梨県富士・東部地域リハビリテーション広域支援センター事業連絡協議会 

一般財団法人 山梨県介護支援専門員協会 

一般社団法人 山梨県歯科医師会 山梨県在宅歯科医療連携室運営推進協議会 

一般社団法人 山梨県歯科医師会 山梨県福祉施設等口腔健康管理推進事業検討委員会 

甲府市 甲府市民生委員推薦会 

甲府市社会福祉協議会 甲府市社会福祉協議会評議員選任・解任委員会  

甲府市老人ホーム入所判定委員会 ほか 

 

 11 山梨県老施協会員施設の電力調達に係る合同見積り事業 

    ⇒令和４年度に延期 

 

 12 広域感染症災害救援事業 

 山梨県並びに山梨県老人保健施設協議会と相互協力し、山梨県内の介護保険施設その他

の施設において感染症が発生した場合に、事前に登録している施設職員の中から当該施設

に職員を派遣する調整等を行う。全施設における登録を目指す。 

 

 



また、以下の３つの事業を実施する。 

 ⑴見舞金支給 

 介護施設等で感染症が発生した場合、派遣業務に従事した職員個人へ見舞金を支給する。 

 ⑵衛生用品・防護用品の配布等 

 感染症が発生した介護施設等に対して必要な衛生用品・防衛用品等を緊急に提供ができ

るよう、備品として備蓄し、介護施設等で感染症が発生した場合、配布する。 

⑶全国老施協 D-WAT(災害派遣福祉チーム)への登録について検討を行う。 

 

 13 その他必要とする事業 

 

 


